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１．研究の目的と研究経過 
 
 地震発生直後の大まかな被害状況把握は、的確な初動体制を実施するうえで必要不可欠の要

件であり、時々刻々入ってくる情報を即座に有効に利用して震度分布などの基礎的な情報を適

宜更新して発信するシステムを開発しておくことが、効果的な災害復旧を実施するために極め

て重要である。本研究の目的は、地震直後から数時間程度を対象とした高密度・高精度の震度

ならびに液状化発生域分布の即時推定・更新システムを開発することにある。 
 開発しようとするシステムの概念図を図-1 に示す。システムには、基礎情報（事前情報）と

して、自治体の被害想定等でまとめられているメッシュ地盤データベースなどがあり、表層地

盤条件による地震動増幅特性、地盤の軟弱さの分布特性などは得られている。ここでは、地震

発生直後から数時間程度の間に発表される震度ならびに地震動情報のレベルにより、三段階の

ステージを考える。 
 まず、発生直後（第Ⅰステージ）においては、発生した地震のおおよその規模（マグニチュ

ード M）や震源深さと数地点での計測震度情報が得られるが、それらと基礎情報より大まかな

震度分布を推定する。つぎに、十数分後程度（第Ⅱステージ）では、各地での計測震度情報が

得られ、それらから当該地点の工学的基盤相当での震度値を推定し、さらに、基礎情報に基づ

いて表層地盤での震度分布等を得る。第Ⅱステージで推定される工学的基盤での震度分布は、

以下の方法により推定することとした。 
 

時間経過数分後
（ステージⅠ）

数十分後
（ステージⅡ）

数時間後
（ステージⅢ）

推定結果

情報

気象庁
・震源情報

　・計測震度(ex 5.2, 6.0)

気象庁
・各市町村の計測震度
・特定断層の破壊パターン
　ごとの推定震度分布

・地表，地中波形記録

震度分布図 震度分布図

大まかな 計測震度に基づく 震源過程を考慮した

震度分布図

推定手法

距離減衰式 工学的基盤面の補間

地震動変換係数

地震動応答解析

震源過程のインバージョン法

強震動予測法

K-NET・KiK-net
地震発生

破壊パターンの
寄与率算定

より詳細な震度マップ

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     図-1 地震発生後の時間経過と推定可能な震度分布情報の概念図 
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(i)多数の震度観測点で震度情報が得られる場合には、それらの地点で基盤震度を推定したも

のに基づいて面的に補間する 
(ii)震度観測点での値が十分密に得られない場合には、基盤震度の距離減衰式等を併用して面

的な震度分布を推定する  
また、活動度の高い内陸活断層の基本的な断層パラメータが特定されている場合には、典型

的な数種の破壊パターンによる震度分布を強震動シミュレーション法を使ってあらかじめ作成

しておき、地震発生後の実震度情報を反映する各パターンの寄与度を最小自乗法により算出し

た結果を震度推定に適用する方法も提案している。 
数時間経過した時点（第Ⅲステージ）では、K-NET や KiK-net 等の強震観測地点での強震

記録が得られることを想定している。この段階では、観測点の工学的基盤相当での加速度時刻

歴波形ならびに震源断層のおおよその諸元などの震源パラメータに基づいて、震源過程のイン

バージョン行い、アスペリティ分布等を推定する。これらの推定された断層パラメータの情報

に基づき、当該地域全域の工学的基盤での地震動（加速度時刻歴波形）を算出し、表層地盤情

報を適用して表層における詳細震度マップを得ることができる。 
 本研究では、中部地域をケーススタディとして取り上げ、中部６県域におけるメッシュ地盤

データベースを整備したものを利用し、具体的に東南海、東海等の海溝型巨大地震、ならびに

内陸活断層地震を取り上げてシステム開発を試みた。 
以上のように、本研究は、研究代表者らにより開発された強震動予測法、震源過程推定法、

地盤応答解析法、液状化簡易判定法等と、地域における各機関が独自に管理する強震観測網や

地盤データベースとを統合し、地震発生直後から順次得られる限られた情報を生かして詳細な

震度分布等を推定するとともに、それらを関連諸機関にいち早く伝達するシステムの開発を目

指したものである。このような最新の工学的手法ならびに高度化されつつある強震観測技術を

統合したシステムは、その重要性から、多数の研究機関においても検討されつつある。開発さ

れるシステムは地震防災の実務において極めて有効なものとなることが期待される。 
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２．研究成果の概要 
 
 地震発生直後から順次得られる限られた情報を生かして詳細な震度分布等を推定するととも

に、それらを関連諸機関にいち早く伝達するシステムの開発を目的として、平成 16、17 年度の

２年間にわたり研究を実施してきた。以下に、本成果報告書の構成と得られた成果の概要を示

す。 
 
(1) 中部地域を対象とした自治体のメッシュ地盤データのデータベース化と海溝型巨大地震に

よる広域震度予測［付属資料(1)］ 
 付属資料(1)は、震度分布や液状化危険度分布を、表層地盤条件を考慮して広域的に面的に推

定する場合に必要となるメッシュ地盤データを整備し、中部地域を対象としている本推定シス

テムの基礎情報（事前情報）として取り入れようとしたものである。対象とする地震が海溝型

地震のように大規模になると被害域は複数県におよぶ広範囲となり、被害総量や地域の被害状

況を事前に把握するには統一した手法による検討を行うことが必要である。このことを踏まえ、

各県で取り纏められているメッシュ地盤データを統合して中部６県域の表層地盤データベース

とした。東海地震、東南海地震、さらには、東南海と東海が連動する複合型東海地震（安政の

東海地震タイプ）を想定し、広域の震度分布ならびに液状化危険度分布を算出している。また、

内陸直下地震の例として 1995 年兵庫県南部地震を取りあげ、各震度レベルの陸域の面積ならび

に震度曝露人口指標による比較を行い、当該地域における海溝型地震の被害総量が甚大なもの

となることを示した。 
 
 (2) 計測震度のデータ分析に基づく震度情報の有効活用に関する検討［付属資料(2)］ 

 地震発生直後においては、計測震度計による震度情報は被害の概況を推定するうえで有用な

情報である。近年、各市町村に設置された震度計による震度値が、地震発生後数分から十数分

の間に得られるようになり、被害域の広がりや被害のおおよその程度を即座に把握することが

できるようになってきた。ただし、計測震度は、あくまでも地震動記録からの算定値であり、

直接的な被害量ではなく、また、観測地点の表層地盤の影響を強く受けることから、地点毎の

震度値の特性を十分考慮することも必要である。 
 付属資料(2)は、2000～2004 年に岐阜県内の 101 観測点で得られた計測震度 0.5 以上のデー

タを分析し、このような観測点特有の地震動増幅度の特性について検討したものである。以下

の結果が得られている。 
・距離減衰式から推定される震度と観測震度との差の平均値を用いて、各観測地点の揺れやす

さを分析し、地点係数相当の指標として定量化した。レンジは、-1.01～0.79 の範囲となり、地

点により大きな開きがあることが明らかにされた。 
・各観測地点の揺れやすさや震度階ごとの観測回数について、GIS 表示により視覚的に表現し

た。震度増分の大きな観測地点は岐阜県南西部の濃尾平野を中心に広がっていることが示さ

れ、既存のメッシュ地盤モデルから推定される震度増分が、計測震度値の統計から得られる

結果ともある程度対応していることが明らかにされた。 
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・震源特性が類似した紀伊半島および東海沖の地震による観測値について、各観測地点での揺

れ方の違いを検討した結果、計測震度に±0.2～0.3 程度のばらつきがあるものの高い相関が

認められた。 
 

(3)強震動予測法 EMPR を用いたアスペリティ分布の推定に関する検討［付属資料(3)］ 
 震源断層近傍での地震動は強大な破壊力をもつが、断層面上のアスペリティ分布や震源位置

によって決まる断層破壊の伝播方向の影響（いわゆるディレクティビティ効果）に大きく依存

することが知られている。このような震源断層の破壊の特徴を知ることができれば、震源近傍

における地震動強度の特徴的な分布を推定することができる。 
付属資料(3)は、地震発生後に得られる各地点での強震記録を用いて断層面上のアスペリティ

分布を推定し、推定された断層パラメータに基づいて震源近傍での任意地点での地震動を強震

動予測法によりシミュレーションする手法について検討したものである。ここでは、2003 年十

勝沖地震を対象として、地震発生後に得られた KiK-net 観測点での地中地震動記録からそれぞ

れの地点での工学的基盤相当の解放基盤波形に修正したものを用いて手法の検討を行っている。

断層面上のアスペリティ分布推定（インバージョン）では、加速度波形のパワーの時刻歴の再

現性に着目した推定法を適用している。他の研究者による解析結果と比較すると、震源付近で

の大きなアスペリティ等の特徴は一致しているものの、本手法が、より短周期地震動に着目し

ていることによる違いも 
見られた。 
 
(4)海溝型巨大地震による強震動の工学的特徴と被害の広域性に関する検討［付属資料(4)] 

 東海地域においては、東海、東南海、さらには 1854 年の安政東海地震のようにそれらが連動

する地震（複合型東海地震）の発生が間近に迫っている。近年の我が国では経験していないこ

のような巨大震源による海溝型地震に対しては、その特徴を正確に理解したうえで地震対策を

講じる必要がある。付属資料(4)では、海溝型巨大地震による地震防災の観点からの大きな特徴

は、「極端に強震継続時間が長いこと」と、「被害地域が著しく広範囲に広がること」の二点で

あると主張し、これらに関する工学的検討をおこなったものである。 
 はじめに、想定された地震による地震動を時刻歴波形で算出する手法について、必要とされ

る震源パラメータ、地震動算出の手法、等についてとりまとめている。つぎに、内閣府等によ

り想定されている東海地震、東南海地震の断層パラメータを筆者らの手法（非定常スペクトル

の重ね合わせによるシミュレーション法）に適用する場合のアスペリティ等の設定法について

示している。さらに、名古屋港地点を例にとり、各震源断層を対象とした工学的基盤相当での

加速度時刻歴を算出し、その強震部の継続時間の著しく長いことを指摘している。 
 また、東海６県（愛知、岐阜、三重、静岡、長野、山梨）から各県のメッシュ地盤データの

提供を受けて取り纏めた広域メッシュ地盤データベースを利用して、想定される海溝型巨大地

震による６県全域での震度、液状化危険度マップを作成している。これらの結果に基づき、兵

庫県南部地震との比較も含めて各地震毎の高震度域の面積比較、さらには震度暴露人口（各震

度レベルに曝される人口）の比較を行い、海溝型巨大地震の被害の著しい広域性や、おおよそ
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の被害総量について検討している。 
 
(5)液状化による著しい被害の拡大に対する強震継続時間の影響検討［付属資料(5)] 

 飽和したゆるい砂地盤があるレベル以上のせん断力を受けると液状化現象を呈し、さらに地

震の揺れが継続すると液状化に起因する被害が著しく拡大することが定性的にはよく知られて

いる。付属資料(4)で指摘されているように、海溝型巨大地震の場合には、震源から離れた地点

で地震動の最大値はそれほど大きくなくても、その継続時間が長いことから、液状化を主原因

とする被害域は非常に広範囲に広がることが容易に推察される。 
 付属資料(5)では、このような強震継続時間の影響を考慮した液状化による土木構造物の被害

量の推定を検討したものである。具体的には、東南海・東海の連動型地震を対象として、木曽

三川下流域の河川堤防の液状化による沈下量に的を絞って検討している。結果として、堤体の

沈下量は強震動の継続時間に大きく依存すること、また、液状化層の厚さや断面形状にも依存

すること、等が示されている。さらに、兵庫県南部地震による地震動を入力とした場合との比

較において、地震動の最大加速度が 1/3 程度でも強震部継続時間が 3 倍程度となる海溝型地震

の方が堤体の沈下量が大きいなど、典型的な試算例も関連論文で示されている。 
 
(6)震度情報ネットワークによる震度曝露人口のリアルタイム推計［付属資料(6)] 

 気象庁では、限られた地点での震度情報と、あらかじめ推定された大まかな表層地質分布か

ら、やや詳細な推計震度分布を地震発生後の比較的早い段階で発表している。事前情報である

表層地盤に関する情報が詳細であれば、限られた地点での震度情報と組み合わせることにより、

さらに詳細な震度分布が即時に推定できることは言うまでもない。 
 付属資料(6)では、岐阜県域を対象として各市町村につき１箇所程度の震度情報をもとにして、

その面的補間によってほぼリアルタイムに詳細震度分布を推定するシステムを構築したもので

ある。また、これに基づいて震度曝露人口を推計し、自治体防災担当等への即時的な情報提供

を行うことを目的としたものである。 

 －5－


